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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

第一部 【企業情報】

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等
売上高 (千円) 5,019,508 ― 2,531,241 11,763,217 9,668,234
経常損失 (千円) 493,585 ― 168,078 1,357,279 530,552
中間(当期)純損失 (千円) 1,478,377 ― 538,148 1,935,232 1,526,222
純資産額 (千円) △33,609 ― △687,597 116,611 △150,156
総資産額 (千円) 6,147,963 ― 1,856,521 5,738,748 3,164,911
１株当たり純資産額 (円) △0.70 ― △9.58 2.27 △2.09
１株当たり 
中間(当期)純損失

(円) 113.15 ― 7.50 62.79 24.08

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) △0.55 ― △37.04 2.03 △4.74
営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △2,352,352 ― 11,987 △2,902,286 105,326

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △311,684 ― 117,003 △128,658 167,518

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 2,973,921 ― △177,000 2,523,187 △163,000

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 986,903 ― 231,097 169,262 279,106

従業員数 (名) 663 ― 357 587 474
(2) 提出会社の経営指標等
売上高 (千円) 4,618,340 4,457,398 30,000 11,072,005 6,498,391
経常損失 (千円) 330,669 318,651 86,869 1,210,142 648,553
中間(当期)純損失 (千円) 1,298,276 324,435 165,067 2,047,226 1,310,855
持分法を適用した場合
の投資損益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,557,000 3,517,280 3,517,280 2,852,219 3,517,280
発行済株式総数 (株) 48,200,000 71,757,515 71,757,515 51,427,869 71,757,515
純資産額 (千円) 258,485 1,102,744 △109,487 116,611 55,579
総資産額 (千円) 6,307,428 5,617,560 1,255,890 5,738,748 1,101,172
１株当たり純資産額 (円) 5.36 15.37 △1.53 2.27 0.77
１株当たり 
中間(当期)純損失

(円) 99.36 5.89 2.30 66.42 20.68

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―
自己資本比率 (％) 4.1 19.6 △8.72 2.03 5.05
営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 316,236 ― ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △106,212 ― ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 134,999 ― ― ―

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― 514,285 ― ― ―

従業員数 (名) 572 528 ― 587 ―



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第45期中間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針

第8号)を適用しております。 

３ 第45期中間につきましては、第44期中に連結子会社及び持分法適用関係会社株式を売却したため、中間連結

財務諸表は作成しておりません。このため、それらに関する経営指標を記載しておりません。 

４ 第44期中間及び第46期中間は中間連結財務諸表を、第44期及び第45期は連結財務諸表をそれぞれ作成してい

るため、持分法を適用した場合の投資損益、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシ

ュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高は作成して

おりません。 

５ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しない

ため、また１株当たり中間(当期)純損失となっているため記載しておりません。 

６ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  



２ 【事業の内容】 

当社グループが営んでいる主な事業内容と、当社、連結子会社及び関係会社等の当該事業に係る位置付

けは次のとおりであります。 

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

また、平成19年６月15日に連結子会社である「株式会社ＴＴＧ」が100％保有しておりました「株式会

社アロートラストシステムズ」の全株式を取得し、当社が100％直接保有へと変更しております。 

  

(電気通信設備工事等建設事業) 

電気通信設備工事等建設事業においては、各種電気通信設備、電気、土木、建築その他工作物等の建

設、保守及びこれらの設備に関する設計、コンサルティング、工事監理等並びに機材機器の販売及び保

守、自家発電により発生する電気及び熱エネルギーの供給、テレマーケティング事業を行っております

〔関係会社〕 

株式会社ＴＴＧ（連結子会社） 

  

(情報システム事業) 

情報システム事業においては、各種コンピュータ・ソフトウェアの設計・作成等の業務及びコンピュ

ータ運用等の業務並びに機器の販売を行っております。 

〔関係会社〕 

株式会社ＴＴＧ（連結子会社） 

株式会社アロートラストシステムズ（連結子会社） 

  

以上の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  
 

  



３ 【関係会社の状況】 

(1) 新規 

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社であります。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成19年９月30日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数が当中間連結会計期間において自己都合退職により117名減少しております。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

(平成19年９月30日現在) 

 
(注) 当社は、持株会社制度になり役員のみで構成されており従業員は存在しません。 

  

(3) 労働組合の状況 

連結子会社である株式会社ＴＴＧ及び株式会社アロートラストシステムズには、同社労働組合(組合

員数236人)が加盟している、全国情報・通信・設備建設労働組合連合会東京情報通信建設労働組合が組

織されており、情報産業労働組合連合会に属しております。 

なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。 

  

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の 
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）
㈱アロートラストシステムズ
（注）２

大阪府 
大阪市 
北区

300 情報システム事業 100 役員の兼任２名

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

電気通信設備工事等建設事業 107

情報システム事業 223

全社(共通) 27

合計 357

従業員数(名) ―



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

前中間会計期間末には、連結子会社が存在しませんので中間連結財務諸表は作成しておりません。そ

のため、当中間連結会計期間との比較を行っておりません。 

  

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、企業収益が高水準で推移するなか、設備投資は引き

続き好調さを維持し、また個人消費も雇用環境の改善により底堅く推移するなど、景気は総じて穏や

かながらも順調に推移していきました。 

そのような環境の中で、当社は複数年度純損失の計上を余儀なくされており、また、前連結会計年

度において過年度有価報告書等の大幅な訂正の結果、ジャスダック市場において平成19年１月７日を

以って当社株式は上場廃止に至り、かつ、大口ユーザーとの取引停止、元請工事会社としての工事参

加停止等、過去の企業経営に対する社会的な制裁を受け、当社を取り巻く環境は非常に厳しい状況下

にあります。 

当中間連結会計期間における成果については、電気通信設備工事等建設事業においては、移動体通

信工事、ネットワーク系設備工事を中心に、また情報システム事業においては、受発注システム、バ

ンキングシステム、財務管理システム等の構築を中心に事業展開をはかり、収益の確保に努めてまい

りました結果、受注額は、30億８百万円、売上高は、25億31百万円、営業損失１億25百万円、経常損

失１億68百万円、中間純損失５億38百万円となりました。 

  

事業部門別の業績は次のとおりであります。 

  

① 電気通信設備工事等建設事業 

電気通信設備工事等建設事業については、移動体通信工事において受注先での再編成による工事の

減少、閉空間工事での顧客先への折衝遅れによる影響、発注先による指定外注先のコスト高、ならび

に小規模工事の増加等の要因が重なり工事原価が悪化したことにより、売上高は、９億36百万円、営

業利益54万円となりました。 

  

② 情報システム事業 

情報システム事業については、受注先の競争激化によるコストダウンの要請、また受注先との見解

の相違が発生して開発における瑕疵作業や重複作業を余儀なくされたこと等もありますが、営業拠点

システム開発の作業努力により、売上高は、15億95百万円、営業利益１億62百万円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金および現金同等物（以下「資金」という）は、２億31百万円とな

りました。 

なお、前中間会計期間末には、連結子会社が存在しませんので中間連結キャッシュ・フロー計算書

は作成しておりませんので、前中間連結会計期間との対比については記載を省略しております。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損失５億35百万円、仕入債務の減少額

４億81百万円、その他流動負債の減少額69百万円等による支出がありますが、売上債権の減少額８億

40百万円、貸倒引当金の増加額81百万円、投資有価証券評価損74百万円、新株発行費償却49百万円、

長期未払金の増加額32百万円、たな卸資産の減少額31百万円等により、11百万円の収入となりまし

た。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、貸付による支出51百万円等による支出がありますが、投資

有価証券の売却等による収入54百万円、貸付金の回収による収入52百万円、その他投資等の減少額61

百万円等により、１億17百万円の収入となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れによる収入１億20百万円がありますが、短期借

入金の返済による支出１億85百万円、新株予約権付社債の償還による支出１億円により、１億77百万

円の支出となりました。 

  



２ 【施工高、受注工事高及び完成工事高の状況】 

前中間会計期間末には、連結子会社が存在しませんので中間連結財務諸表は作成しておりません。そ

のため、当中間連結会計期間との比較を行っておりません。 

  

(1) 施工高 

当中間連結会計期間における施工高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) １ 当中間期施工高は〔当中間期完成工事高＋当中間期末繰越施工高－前期末繰越施工高〕によっております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注工事高 

当中間連結会計期間における工事高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) １ 前期以前に受注した工事で、契約更改により請負金額に変更のあるものについては、その増減額を当中間期

受注工事高に含めております。 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 完成工事高 

当中間連結会計期間における完成工事高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであり

ます。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の完成工事高及び当該完成工事高の総完成工事高に対する割合 
  

 
  

事業の種類別セグメントの名称 施工高(千円)

電気通信設備工事等建設事業 860,497

情報システム事業 1,639,428

合計 2,499,926

事業の種類別セグメントの名称 受注工事高(千円) 受注残高(千円)

電気通信設備工事等建設事業 855,359 94,051

情報システム事業 2,153,529 923,858

合計 3,008,889 1,017,910

事業の種類別セグメントの名称 完成工事高(千円)

電気通信設備工事等建設事業 936,210

情報システム事業 1,595,030

合計 2,531,241

相手先

当中連結間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

完成工事高(千円) 割合(％)

明治安田生命相互会社 400,018 15.8



３ 【対処すべき課題】 

当社は平成18年12月６日に過年度有価証券報告書等の訂正報告書を自主的に関東財務局長に提出し、そ

の結果、平成19年１月７日を以って当社株式は上場廃止になりました。 

このような事態を招いたのは当社の法令遵守・コンプライアンス・内部統制の欠如に起因していると総

括し、再発防止のために内部統制の強化、経営陣の刷新、早期希望退職の実施、会社分割等を逐次実施し

てまいりました。 

当社グループを取り巻く環境は大変厳しい状況でありますが、株主の皆さま及びお客様の信頼を回復

し、期待にこたえられるような経営を目指す所存です。その達成のために次の課題に重点的に取り組んで

まいります。 

(１) 経営力の強化を図り、利益を創出する体質へ 

原価管理システムの改善、社内事務の合理化、コスト削減への取組み、効率的な人員配置等により、

利益目標完遂し、早急に黒字化を実現する。 

(２) 社会的信頼の回復 

スピード感ある意思決定、柔軟な業務運営、Ｐマークの取得等により透明性のある企業に変革する。

(３) 企業体質の革新 

社会経済、技術の変化に対応するための人材育成と会社内情報の共有化を図り、全員参加型の事業経

営を推進する。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 210,654,000

計 210,654,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 71,757,515 71,757,515 非上場 ―

計 71,757,515 71,757,515 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

①新株予約権(ストックオプション)  

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権(ストックオ プシ

ョン)は次のとおりであります。    

平成17年9月1日臨時株主総会特別決議 平成18年5月26日取締役会決議 

 
(注)１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

  

中間会計期間末現在
(平成19年9月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数 150個(注)１     同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式     同左

新株予約権の目的となる株式の数 15,000株     同左

新株予約権の行使時の払込金額
21,000円

(1株あたり210円)
    同左

新株予約権の行使期間
平成20年5月27日から
平成22年9月 9日まで

    同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  210円
資本組入額 105円

    同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者

(以下「新株予約権者」とい

う)は、権利行使の際に、当

社及び当社関係会社の取締

役、執行役員、監査役、顧問

及び従業員の地位にあること

を要する。ただし、任期満了

による退任、定年退職、転

籍、その他正当な理由がある

と認めた場合は、この限りで

はない。

②新株予約権者の権利行使期間

内の死亡の場合には新株予約

権者の相続人は、新株予約権

を相続する。

③その他の権利行使の条件は、

新株予約権割当契約に定める

ところによる。

    同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは
取締役の承認を要するものと
する。

    同左

代用払込み関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



②新株予約権付社債  

   旧商法第341条ノ2の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

 
  

第1回無担保転換社債型新株予約権付社債(平成18年4月18日発行)

中間会計期間末現在
(平成19年9月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権付社債の残高 400,000千円 同左

新株予約権の数 ４個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 8,000,000株 同左

新株予約権の行使時の払込金額 50円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年7月 1日から
平成20年4月17日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  50円
資本組入額 25円

同左

新株予約権の行使の条件

本社債を繰上償還する場合ま
たは当社が本社債につき期限
の利益を喪失した場合には、
償還日または期限の利益の喪
失日以後本新株予約権を行使
することはできない。当社が
社債権者の請求により本社債
を繰上償還する場合には、本
新株予約権付社債券が償還金
支払場所に提出された時以
降、本新株予約権を行使する
ことはできない。また、各本
新株予約権の一部行使はでき
ないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

旧商法第341条ノ2第4項の定
めにより本社債と本新株予約
権のうち一方のみを譲渡する
ことはできない。

同左

代用払込みに関する事項

旧商法第341条ノ３第１項第
７号および第８号により、本
新株予約権を行使したときは
本社債の全額の償還に代えて
当該本新株予約権の行使に際
して払込をなすべき額の全額
の払込とする旨の請求があっ
たものとみなし、かつ当該請
求に基づく払込があったもの
とする。

同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に  
関する事項

― ―



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 株式会社証券振替機構(失念口)は証券振替機構名義の失念株式であります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

 平成19年4月1日～ 
 平成19年9月30日

― 71,757 ― 3,517,280 ― 3,264,319

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ユニオンホールディングス株式
会社

東京都板橋区志村２丁目19番17号 24,900 34.70

株式会社証券保管振替機構（失
念口）(注)

東京都中央区日本橋茅場町２丁目１番１号 18,597 25.92

オメガプロジェクト・ホールデ
ィングス株式会社

東京都千代田区紀尾井町４－１ 5,390 7.51

山田 芳樹 東京都杉並区 750 1.05

青木 尚士 神奈川県横浜市港北区 700 0.98

松本 光雄 愛知県名古屋市瑞穂区 684 0.95

池田 由雄 千葉県千葉市花見川区 600 0.84

山本 隆一 高知県室戸市 600 0.84

島田 優 東京都江戸川区 500 0.70

新郷 成子 宮城県仙台市泉区 500 0.70

佐藤 敦子 東京都港区 500 0.70

安間 孝治 愛知県名古屋市守山区 500 0.70

有限会社エステート 杏 大阪府大阪市平野区長吉出戸６丁目15番13号 500 0.70

計 ― 54,721 76.29



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が18,597,200株(議決権185,972

個)及び実質的に所有していない自己株式300株(議決権３個)が含まれております。 

２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式15株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が300株(議決権３個)あります。な

お、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。 

  

２ 【株価の推移】 

当社は非上場企業でありますので、該当事項はありません。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 71,757,300 717,573 ―

単元未満株式  
普通株式 215 ― ―

発行済株式総数 71,757,515 ― ―

総株主の議決権 ― 717,573 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3) 前中間連結会計期間末には、連結子会社が存在しませんので中間連結財務諸表を作成してないため、

以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書については前中間連結会計期間との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９

月30日まで）の中間財務諸表については、監査法人つばきにより中間監査を受け、金融商品取引法第193

条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）及び

当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に

ついては、ＫＤＡ監査法人により中間監査を受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  

第45期中間会計期間の中間財務諸表 

監査法人つばき

第46期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第46期中間会計期間の中間財務諸表 

ＫＤＡ監査法人



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産
 
 

 １ 現金預金 231,097 279,106

 ２ 受取手形・売掛金 491,097 778,854

 ３ 完成工事未収入金 393,918 946,558

 ４ 未成工事支出金 57,207 132,920

 ５ たな卸資産 208,603 164,205

 ６ その他 48,368 60,771

   貸倒引当金 △134,885 △53,468

   流動資産合計 1,295,408 69.8 2,308,949 73.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1)建物・構築物 ※２ 107,827 120,486

  (2)工具器具備品 29,951 50,061

  (3)土地 ※２ 98,000 235,778 98,000 268,547

 ２ 無形固定資産 34,789 62,424

 ３ 投資その他の資産

  (1)投資有価証券 53,798 176,994

  (2)差入保証金 172,728 216,722

  (3)その他 14,103 240,631 31,443 425,160

    固定資産合計 511,199 27.5 756,133 23.9

Ⅲ 繰延資産

  １ 新株発行費 49,914 99,828

    繰延資産合計 49,914 2.7 99,828 3.1

    資産合計 1,856,521 100.0 3,164,911 100.0



  

 
  

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １  工事未払金 247,610 587,119

 ２  買掛金 235,538 377,893

 ３  短期借入金 ― 65,000

 ４  １年以内に償還予定の 
    新株予約権付社債

400,000 ―

 ５  １年以内に返済予定の 
    長期借入金

※２ 24,000 24,000

 ６  未払金 147,536 193,350

 ７  未払退職金 169,293 180,289

 ８  未払法人税等 7,810 6,629

 ９  賞与引当金 103,197 120,000

 10  完成工事補償引当金 4,383 5,444

 11  工事損失引当金 30,000 ―

 12  その他 222,692 297,842

    流動負債合計 1,592,061 85.7 1,857,569 58.7

Ⅱ 固定負債

 １  新株予約権付社債 ― 500,000

 ２  長期借入金 ※２ 16,000 28,000

 ３  長期未払金 32,000 ―

 ４  長期未払退職金 143,254 187,725

 ５  退職給付引当金 753,769 735,220

  ６  繰延税金負債 7,033 6,552

    固定負債合計 952,057 51.3 1,457,498 46.0

    負債合計 2,544,119 137.0 3,315,067 104.7



 
  

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 3,517,280 3,517,280

 ２ 資本剰余金 3,264,319 3,264,319

 ３ 利益剰余金 △7,479,428 △6,941,280

 ４ 自己株式 △105 △105

   株主資本合計 △697,935 △37.6 △159,786 △5.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

10,337 9,630

   評価・換算差額等合計 10,337 0.6 9,630 0.3

   純資産合計 △687,597 △37.0 △150,156 △4.7

    負債純資産合計 1,856,521 100.0 3,164,911 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 完成工事高 936,210 4,459,819

 ２ 情報システム事業売上高 1,595,030 2,531,241 100.0 5,208,415 9,668,234 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 完成工事原価 896,873 4,236,823

 ２ 情報システム事業 
   売上原価

1,378,389 2,275,263 89.9 4,680,009 8,916,832 92.2

   売上総利益

 １ 完成工事総利益 39,337 222,995

 ２ 情報システム事業総利益 216,641 255,978 10.1 528,406 751,402 7.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 47,700 87,830

 ２ 給料手当 128,560 385,337

 ３ 退職給付費用 10,360 34,793

 ４ 法定福利費 28,943 72,063

 ５ 旅費交通費 11,918 43,015

 ６ 地代家賃 42,073 44,428

 ７ 報酬 15,292 66,675

 ８ 賞与引当金繰入額 9,508 49,141

 ９ 減価償却費 14,638 34,830

 10 その他 72,371 381,366 15.1 363,781 1,181,896 12.3

   営業損失 125,387 △5.0 430,493 △4.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 558 572

 ２ 受取配当金 1,295 2,480

 ３ 過大事業税等戻入 5,876 ―

 ４ 労災保険料還付額 3,101 ―

 ５ 役員保険返戻金 2,631 ―

 ６ その他 5,791 19,254 0.8 98,434 101,487 1.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 12,016 73,228

 ２ 新株発行費償却 49,914 99,828

 ３ その他 14 61,945 2.4 28,488 201,545 2.0

   経常損失 168,078 △6.6 530,552 △5.5



 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 前期損益修正益 ※１ 4,449 ―

 ２ 投資有価証券売却益 4,000 72,985

 ３ 債務免除益 ― 68,000

 ４ ゴルフ会員権売却益 ― 8,449 0.3 1,600 142,585 1.5

Ⅶ 特別損失

 １ 貸倒引当金繰入額 81,424 51,754

 ２ 早期退職給付費用 77,803 ―

 ３ 投資有価証券評価損 74,385 223,000

 ４ 貸倒損失等 69,196 283,658

 ５ 工事損失引当金繰入額 30,000 ―

 ６ 無形固定資産評価損 17,401 ―

 ７ 事務所返却費用 13,369 ―

 ８ 固定資産除却損 11,715 ―

 ９ 差入保証金償却 1,000 ―

 10 社内システム開発費 
   償却

― 231,980

 11 債権譲渡損 ― 137,810

 12 課徴金 ― 131,330

 13 特別退職金 ― 59,120

 14 ゴルフ会員権評価損 ― 376,295 14.9 12,580 1,131,234 11.7

  税金等調整前 
  中間(当期)純損失

535,924 △21.2 1,519,201 △15.7

  法人税、住民税及び 
  事業税

2,223 0.1 7,020 0.1

  中間(当期)純損失 538,148 △21.3 1,526,222 △15.8



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 3,517,280 3,264,319 △6,941,280 △105 △159,786

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 △538,148 △538,148

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― △538,148 ― △538,148

平成19年９月30日残高(千円) 3,517,280 3,264,319 △7,479,428 △105 △697,935

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 9,630 9,630 △150,156

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 △538,148

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

707 707 707

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

707 707 △537,440

平成19年９月30日残高(千円) 10,337 10,337 △687,597



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,852,219 2,613,949 △5,415,057 △105 51,005

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 665,060 650,369 1,315,429

 当期純損失 △1,526,222 △1,526,222

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

665,060 650,369 △1,526,222 ― △210,792

平成19年３月31日残高(千円) 3,517,280 3,264,319 △6,941,280 △105 △159,786

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 65,605 65,605 430 117,041

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 1,315,429

 当期純損失 △1,526,222

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△55,975 △55,975 △430 △56,405

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△55,975 △55,975 △430 △267,197

平成19年３月31日残高(千円) 9,630 9,630 ― △150,156



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による
  キャッシュ・フロー

１税金等調整前中間(当期)純損失 △535,924 △ 1,519,201

２減価償却費 20,136 53,655

３無形固定資産償却 17,401 ―

４新株発行費償却 49,914 99,828

５社債発行費 ― 15,000

６投資有価証券評価損 74,385 223,000

７ゴルフ会員権評価損 ― 12,580

８固定資産除却損 20,904 3,016

９貸倒引当金の増加額 81,416 28,194

10賞与引当金の増加額 
 又は減少額(△)

△16,803 50,000

11退職給付引当金の増加額 
 又は減少額(△)

18,548 △ 308,476

12その他負債性引当金の増加額 
 又は減少額(△)

28,939 △ 362

13受取利息及び受取配当金 △1,854 △ 3,052

14支払利息 12,016 73,228

15投資有価証券売却益 △4,000 △ 72,985

16ゴルフ会員権売却益 ― △1,600

17売上債権の減少額 840,397 1,120,400

18たな卸資産の減少額 31,314 330,204

19その他流動資産の減少額 12,694 625,809

20仕入債務の減少額 △481,863 △ 979,432

21未払金の増加額又は減少額(△) △45,814 24,096

22未払退職金の増加額 
 又は減少額(△)

△10,995 180,289

23長期未払金の増加額 32,000 ―

24長期未払退職金の増加額 
 又は減少額(△)

△44,470 187,725

25その他流動負債の増加額 
 又は減少額(△)

△69,232 46,004

小計 29,110 187,923

26利息及び配当金の受取額 1,854 3,052

27利息の支払額 △12,016 △ 73,228

28法人税等の支払額 △6,961 △ 12,420

営業活動による 
キャッシュ・フロー

11,987 105,326



 

  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による
  キャッシュ・フロー

１有形固定資産の取得等 
 による支出

△3,446 △11,638

２有形固定資産の売却等 
 による収入

4,777 ―

３投資有価証券の取得等 
 による支出

― △4,570

４投資有価証券の売却等 
 による収入

54,000 158,943

５貸付による支出 △51,895 △103,757

６貸付金の回収による収入 52,234 148,746

７その他投資等の減少額 
 又は増加額(△)

61,333 △20,205

投資活動による 
キャッシュ・フロー

117,003 167,518

Ⅲ 財務活動による
  キャッシュ・フロー

１短期借入れによる収入 120,000 295,000

２短期借入金の返済による支出 △185,000 △1,900,000

３長期借入れによる収入 ― 52,000

４長期借入金の返済による支出 △12,000 △210,000

５社債の発行による収入 ― 235,000

６社債の償還による支出 ― △450,000

７新株予約権付社債の発行 
 による収入

― 2,000,000

８新株予約権付社債の償還 
 による支出

△100,000 △400,000

９新株の発行による収入 ― 214,999

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△177,000 △163,000

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額
  又は減少額(△)

△48,009 109,844

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 279,106 169,262

Ⅵ 現金及び現金同等物の
  中間期末(期末)残高

231,097 279,106



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 当社グループは、前連結会計年度に過年度有価

証券報告書等の大幅な訂正を行った結果、ジャス

ダック市場において平成19年１月７日を以って当

社株式は上場廃止に至りました。その影響によ

り、大口ユーザーの取引停止、元受工事会社とし

ての工事参加停止等、過去の企業経営に対する社

会的な制裁を受けており、当社グループを取り巻

く環境は非常に厳しくなっております。当中間連

結会計期間においても、厳しい環境のもと、引き

続き競争激化によるコストダウン要請、小規模工

事等の増加、瑕疵対応による重複作業等により原

価増が余儀なくされ、過去複数年と同様に営業損

失となり、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。 

 これを解消すべく、当面は固定系通信と移動体

通信の融合の進捗具合に機敏に対応し、ＩＴ化の

導入がこれから本格化する中堅企業に対し、経営

効率改善を目的としたソリューション活動を強化

し、ユビキタスネットワーク社会の実現へ貢献す

るとともに、企業としての信頼回復に努め、企業

活動を持続できるよう収益基盤の強化に取り組ん

でまいります。 

 なお、変化を続ける社会・経済状況への機動的

対応や蓄積された技術力に基づく顧客サービスの

充実・向上を図るために平成18年12月25日に会社

分割による持株会社体制への移行及び商号変更を

実施し、新設会社である株式会社ＴＴＧに当社の

持つ建設・情報システム事業を承継させ経営と事

業との分離を図りました。 

 加えて、平成19年３月20日に株式会社ＴＴＧは

会社分割を実施し、新設会社の株式会社アロート

ラストシステムズに情報システム事業を承継させ

ました。 

 これは、株式会社ＴＴＧは建設事業と情報シス

テム事業という２つの事業を営んでおりましたの

で、これを分離させて効果的な経営資源の注入を

図ることで両者の企業価値を高めることとしたも

のであり、今後の業績回復が期待できる環境・体

制が整い、その効果も徐々に現れております。 

 中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、上記のような重要な疑義の影響を中

間連結財務諸表には反映しておりません。

 当社グループは、前事業年度に12億10百万円の

経常損失及び20億47百万円の当期純損失を計上

し、また当連結会計年度においても前事業年度に

引続き競争激化によるコストダウン要請、小規模

工事の増加、瑕疵対応のために開発の修正や重複

作業が余儀なくされたため、また新規案件におい

て予想より原価が増大したため５億30百万円の経

常損失、さらに開発中止となった社内利用ソフト

ウェアの償却や投資有価証券評価損等の特別損失

計上により15億26百万円の当期純損失となり、継

続企業の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

 これを解消すべく、前期に第三者割当による新

株発行等による資金調達53億円、当期に転換社債

型新株予約権付社債の発行による資金調達額20億

円により、銀行の借入金等を全額返済したことか

ら財務基盤は強化され無借金経営のスタートに立

ちました。 

 一方、営業活動につきましては過去５期分有価

証券報告書の大幅な修正の結果、ジャスダック市

場において当社株式が上場廃止に至り、その結

果、大口ユーザの取引停止、元請工事会社として

の工事参加停止等過去の企業経営に対する社会的

な制裁を受けざるを得ないこととなり、当社を取

り巻く環境は非常に厳しい状況下にあります。 

 このため、当面は固定系通信と移動体系通信の

融合の進捗具合に機敏に対応し、ＩＣＴ化の導入

がこれから本格化する中堅企業に対し、経営効率

改善を目的としたソリューション活動を強化し、

ユビキタスネットワーク社会の実現へ貢献すると

ともに企業としての信頼回復に努め、企業活動を

持続できるよう収益基盤の強化に取り組んでまい

ります。 

 更に、変化を続ける社会・経済状況への機動的

対応や蓄積された技術力に基づく顧客サービスの

充実・向上を図るために平成18年12月25日に会社

分割による持株会社体制への移行及び商号変更

（株式会社ＴＴＧから株式会社ＴＴＧホールディ

ングスへ）を実施し、新設会社である株式会社Ｔ

ＴＧに当社の持つ建設・情報システム事業を承継

させ経営と事業との分離を図ってまいりました。 

加えて、平成19年3月20日に株式会社ＴＴＧは

「会社分割」を実施し新設会社の株式会社アロー

トラストシステムズに情報システム事業を承継さ

せました。これは「建設事業」と「情報システム

事業」とを分離させ、効果的な経営資源の注入を

図ることで両社の企業価値を高めることとしたも

のであります 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、上記のような重要な疑義の影響を連結財

務諸表には反映しておりません。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

連結子会社―２社

㈱ＴＴＧ

㈱アロートラスト

システムズ

平成19年６月15日

に連結子会社であ

る「株式会社ＴＴ

Ｇ」が100%保有し

ておりました「株

式会社アロートラ

ストシステムズ」

を当社が取得して

おります。

 

 

連結子会社―１社

㈱ＴＴＧ

平成18年12月25日

の 新 設 分 割 に 伴

い、連結子会社を

新設し連結の範囲

に 加 え て お り ま

す。

２ 持分法の適用に関

する事項

持分法の非適用会社
 ―関連会社  ２社

協都通信㈱

㈱光テレホニイ

持分法の非適用会社
同左

持分法の非適用会社は、そ

れぞれ中間純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分

法の適用から除外しており

ます。

持分法非適用会社は、それ

ぞれ連結当期純損益及び連

結利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外

しております。



項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

連結子会社の中間決算日と

中間連結決算日は一致して

おります。

連結子会社の事業年度末日

と連結決算日は一致してお

ります。

４ 会計処理基準に関

する事項

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

① 有価証券 ① 有価証券 

 

  その他有価証券

   時価のあるもの

   中間連結決算末日の

市場価格等に基づく

時価法(評価差額は

全部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は主として移動平

均法により算定して

おります)

  その他有価証券

   時価のあるもの

   連結決算期末日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は主として移動平均

法により算定してい

る)

   時価のないもの

   主として移動平均法

による原価法

   時価のないもの

同左

② たな卸資産

   主として個別法によ

る原価法

② たな卸資産

同左

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

① 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。但し、平成10年４

月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を

除く）については、定

額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。 

建物・構築物 

    ８年～50年 

工具器具備品 

    ３年～15年 

 

  (会計方針の変更) 

 法人税法の改正((所

得税法等の一部を改正

する法律 平成19年３

月30日 法律第６号)

及び(法人税法施行令

の一部を改正する政令

平成19年３月30日 政

令第83号))に伴い、平

成19年４月１日以降に

取得したものについて

は、改正後の法人税法

に基づく方法に変更し

ております。当該変更

に伴う損益に与える影

響は軽微であります。

① 有形固定資産

同左



 
  

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  (追加情報) 

 当中間連結会計期間

から、平成19年３月31

日以前に取得したもの

については、償却可能

限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で

均等償却する方法によ

っております。当該変

更に伴う損益に与える

影響は軽微でありま

す。

② 無形固定資産

  定額法によっておりま

す。

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間(５年)に基づいて

おります。

② 無形固定資産

同左

 (3) 重要な繰延資産

の処理方法

① 新株発行費

  ３年間にわたり均等償

却しております。

① 新株発行費
同左

――――― ② 社債発行費

  支出時に全額費用計上

しております。

 (4) 重要な引当金の

計上基準

① 貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

しております。

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基

づき計上しておりま

す。

② 賞与引当金

同左

③ 完成工事補償引当金

  当中間連結会計期間末

に至る１年間の完成工

事高の見積補償額に基

づいて計上しておりま

す。

③ 完成工事補償引当金

  当連結会計年度末に至

る１年間の完成工事高

の見積補償額に基づい

て計上しております。

④ 工事損失引当金

  当中間連結会計期間末

において見込まれる未

引渡工事の損失発生に

備えるため、当該見込

額を計上しておりま

す。

―――――



 
  

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

⑤ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

おります。

  会計基準変更時差異に

ついては、15年による

按分額を費用処理して

おります。

  数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年

度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)に

よる按分額を定額法に

より、それぞれ発生の

翌連結会計年度より費

用処理しております。

④ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上し

ております。

  会計基準変更時差異に

ついては、15年による

按分額を費用処理して

おります。

  数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年

度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)に

よる按分額を定額法に

より、それぞれ発生の

翌連結会計年度より費

用処理しております。

 (5) 重要なリース取

引の処理方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左

 (6) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資でありま

す。

同左



会計方針の変更 

  

 

  

当中間連結会計期間 前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 (自 平成18年４月１日

  至 平成19年９月30日)   至 平成19年３月31日)

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は△150,156千円で

あります。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       315,819千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       527,298千円

 

※２ 担保資産 

 このうち業務資金借入金

40,000 千 円 ( 長 期 借 入 金

16,000千円、１年以内に返済

予定の長期借入金24,000千

円)の担保として抵当に供し

ているものは、次のとおりで

あります。

建物 67,824千円(帳簿価額)

土地 98,000千円(帳簿価額)

計 165,824千円(帳簿価額)

 

※２ 担保資産 

 このうち業務資金借入金

52,000 千 円 ( 長 期 借 入 金

28,000千円、１年以内に返済

予定の長期借入金24,000千

円)の担保として抵当に供し

ているものは、次のとおりで

あります。

建物 68,540千円(帳簿価額)

土地 98,000千円(帳簿価額)

計 166,540千円(帳簿価額)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 前期損益修正益は、前期未成

工事受入金の売上計上不足に

よるものであります。

―――――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 
  

 
  

２ 自己株式に関する事項 
  

   

  

３ 新株予約権等に関する事項 
  

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の減少2,000,000株は、早期償還における権利喪失によるもので

あります。 

  

４ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 71,757,515 ― ― 71,757,515

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 315 ― ― 315

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間 
末残高 
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末

提出会社
第１回無担保転換社
債型新株予約権付社
債

普通株式 10,000,000 ― 2,000,000 8,000,000 ―

合計 10,000,000 ― 2,000,000 8,000,000 ―



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 １ 発行済株式に関する事項 

  

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 新株予約権の行使による増加               1,235,631株 

 無担保転換社債型新株予約権付社債の転換行使による増加 19,094,015株 

  

 ２ 自己株式に関する事項 

  

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取による増加   265株 

  

 ３ 新株予約権等に関する事項 

  

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

第１回新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の増加29,094,015株は、社債の発行によるもの、減少19,094,015

株は、転換行使によるものであります。 

  

 ４ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 51,427,869 20,329,646 ― 71,757,515

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 50 265 ― 315

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結 
会計年度 
末残高 
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社

第１回新株予約権 普通株式 1,235,631 ― 1,235,631 ― ―

第１回無担保転換社
債型新株予約権付社
債

普通株式 ― 29,094,015 19,094,015 10,000,000 ―

合計 1,235,631 29,094,015 20,329,646 10,000,000 ―



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成19年９月30日)

現金及び 
預金

231,097千円

現金及び 
現金同等物

231,097千円

 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成19年３月31日)

現金及び
預金

279,106千円

現金及び
現金同等物

279,106千円



(リース取引関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具・器具・備品 
(千円)

取得価額 
相当額

4,390

減価償却 
累計額 
相当額

3,219

中間期末 
残高相当額

1,170

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

工具・器具・備品
(千円)

取得価額 
相当額

7,998

減価償却 
累計額 
相当額

6,242

期末残高 
相当額

1,755

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

 １年以内 957千円

 １年超 319千円

 合計 1,276千円

② 未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 957千円

 １年超 798千円

 合計 1,755千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

   支払リース料 478千円

   減価償却費 
   相当額

439千円

   支払利息相当額 26千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

   支払リース料 1,439千円

   減価償却費
   相当額

1,339千円

   支払利息相当額 86千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっておりま

す。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。 

なお、当中間連結会計期間において減損処理は行っておりません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損73,385千円を計上しております。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。 

なお、当連結会計年度において減損処理は行っておりません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(千円)
中間連結貸借対照表

計上額(千円)
差額(千円)

その他有価証券

① 株式 19,173 36,545 17,371

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

① 非上場株式 17,253

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

その他有価証券

① 株式 19,173 35,356 16,182

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

① 非上場株式 90,638

② 優先株式 50,000



(デリバティブ取引関係) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

 当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

 前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  ストック・オプションの内容 

  

 
 (注) 会社法施行前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。 

  

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年９月１日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役７名
当社監査役３名

株式の種類及び付与数 普通株式 135,000株

付与日 平成18年５月26日

権利確定条件

権利行使の際に当社及び当社関係会社の取締役、執行役員、監査
役、顧問および従業員の地位にあることを要する。ただし、任期
満了による退職、定年退職、転籍、その他正当な理由があると認
めた場合は、この限りでない。

対象勤務期間 ―

権利行使期間
平成20年５月27日
～平成22年９月９日

権利行使価格 210円

付与日における公正な評価単価(注) ―



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

 事業区分の方法は、中間連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 
２ 各事業区分に属する主要な内容 

① 電気通信設備工事等建設事業…通信機械工事、伝送無線工事、電気工事並びにこれらに関連する事業 
② 情報システム事業………………各種コンピュータのソフトウェアの設計・作成及び運用等の業務 

３ 当中間連結会計期間における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(287,788千
円)の主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

 事業区分の方法は、連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

① 電気通信設備工事等建設事業…通信機械工事、伝送無線工事、電気工事並びにこれらに関連する事業 

② 情報システム事業………………各種コンピュータのソフトウェアの設計・作成及び運用等の業務 

３ 当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(797,356千円)の

主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

電気通信設備 
工事等建設事業 

(千円)

情報システム
事業(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結 
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 936,210 1,595,030 2,531,241 ― 2,531,241

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

14,073 5,793 19,867 (19,867) ―

計 950,284 1,600,824 2,551,108 (19,867) 2,531,241

営業費用 949,739 1,438,707 2,388,446 268,182 2,656,629

営業利益又は営業損失(△) 544 162,116 162,661 (288,049) △125,387

電気通信設備 
工事等建設事業 

(千円)

情報システム
事業(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結 
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 4,459,819 5,208,415 9,668,234 ― 9,668,234

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 4,459,819 5,208,415 9,668,234 ― 9,668,234

営業費用 4,513,625 4,787,737 9,301,362 797,365 10,098,728

営業利益又は営業損失(△) △53,806 420,678 366,872 (797,365) △430,493



【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成

18年４月１日 至 平成19年３月31日)については、在外支店及び在外連結子会社がないため該当事項

はありません。 

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成

18年４月１日 至 平成19年３月31日)については、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  



(企業結合等関係) 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

(共通支配下の取引等) 

１ 結合当事企業又は対象となつた事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業

の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となつた事業の名称及びその事業の内容 

株式会社アロートラストシステムズ (内容：情報システム事業) 

(2) 企業結合の法的形式 

共通支配下の取引 

(3) 結合後企業の名称 

株式会社アロートラストシステムズ 

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

子会社株式会社ＴＴＧより株式会社アロートラストシステムズ株式を買取。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

 子会社株式会社ＴＴＧより現金にて買取。 

  

３ 子会社株式の追加取得に関する事項 

(1) 取得原価及びその内訳 

 
  

(2) 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

該当事項はありません。 

  

(3) 発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

該当事項はありません。 

  

(4) 企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該中間連結会計年度以降の会計処理方

針 

該当事項はありません。 

  

(5) 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

取得の対価
 ㈱アロートラストシステムズの株式 275,844千円

取得原価 275,844千円



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純損失 

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１株当たり純資産額 △9.58円

 
１株当たり純資産額 △2.09円

 
１株当たり中間純損失 7.50円

 
１株当たり当期純損失 24.08円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であり、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、当期純損失

であり、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載してお

りません。

項目
当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の 
合計額(千円)

△687,597 △150,156

普通株式に係る純資産額(千円) △687,597 △150,156

普通株式の発行済株式数(株) 71,757,515 71,757,515

普通株式の自己株式数(株) 315 315

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数(株)

71,757,200 71,757,200

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間(当期) 
純損失(千円)

538,148 1,526,222

普通株式に係る中間(当期)純損失(千円) 538,148 1,526,222

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 71,757,200 63,382,935

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり中間(当期)純利益の算定
に含まれなかった潜在株式の概要

第１回無担保転換社債型 

新株予約権付社債 ４個

第１回無担保転換社債型 

新株予約権付社債 ５個



(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 連結子会社の設立について

 当社は、平成19年11月１日開催の取締役会において、

当社が100％出資を行い連結子会社となる株式会社ＴＴ

Ｇ北海道を設立する決議を行い、平成19年11月６日に設

立いたしました。

株式会社ＴＴＧ北海道の概要 

            （平成19年12月28日現在）

１ 代表者     代表取締役社長 日比野 勇 

２ 所在地     北海道札幌市中央区北二条 

          東11丁目23番地７ 

３ 資本金     10百万円 

４ 事業概要    電気通信設備工事事業 

          情報システム事業 

５ 設立年月日   平成19年11月６日 

６ 決算期     ３月31日 

７ 主な事業所   本社（札幌市中央区） 

８ 発行済株式総数 200株

 連結子会社株式の取得について

 当社は、平成19年６月14日開催の取締役会において、

当社の連結子会社である株式会社ＴＴＧより、同社が

100％保有する株式会社アロートラストシステムズ全株式

を取得し当社の連結子会社とする決議を行い、平成19年

６月15日に取得いたしました。

株式会社アロートラストシステムズの概要 

            （平成19年６月15日現在）

１ 代表者   代表取締役社長 木﨑 俊秀 

２ 所在地   大阪府大阪市北区天満橋１－６－６ 

３ 資本金   300百万円 

４ 事業概要  情報システム事業 

５ 設立年月日 平成19年３月20日 

６ 決算期   ３月31日 

７ 主な事業所 本社及び西日本事業本部 

               （大阪市北区） 

        東日本事業本部（東京都品川区） 

８ 発行済株式総数 6,000株



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 514,285 7,600 9,908

 ２ 完成工事未収入金 1,028,614 ― ―

 ３ 売掛金 981,453 ― ―

 ４ 未成工事支出金 727,288 ― ―

 ５ 仕掛品 391,912 ― ―

 ６ その他のたな卸 
   資産

33,778 ― ―

 ７ 短期貸付金 142,393 ― ―

 ８ その他 ※２ 500,451 6,988 8,507

   貸倒引当金 △18,254 △3,000 ―

    流動資産合計 4,301,924 76.6 11,588 0.9 18,416 1.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1)建物 126,295 ― ―

  (2)工具器具備品 61,602 ― ―

  (3)土地 98,000 ― ―

   有形固定資産合計 285,897 ― ―

 ２ 無形固定資産 72,658 ― ―

 ３ 投資その他の資産

  (1)投資有価証券 570,323 6,615 80,000

  (2)関係会社株式 ― 1,187,772 902,927

  (3)前払年金費用 5,115 ― ―

  (4)その他 231,898 ― ―

   投資その他の資産 
   合計

807,337 1,194,387 982,927

    固定資産合計 1,165,893 20.7 1,194,387 95.1 982,927 89.2

Ⅲ 繰延資産

 １ 新株発行費 149,742 49,914 99,828

    繰延資産合計 149,742 2.7 49,914 4.0 99,828 9.1

    資産合計 5,617,560 100.0 1,255,890 100.0 1,101,172 100.0



 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 217,371 ― ―

 ２ 工事未払金 1,107,319 ― ―

 ３ 買掛金 419,908 ― ―

 ４ 短期借入金 ― 836,118 401,118

 ５ １年以内に償還予 
   定の新株予約権付 
   社債

― 400,000 ―

 ６ 未払金 214,842 126,504 116,485

 ７ 未払消費税等 ※２ 28,182 ― ―

 ８ 未払法人税等 5,502 1,468 5,968

 ９ 未成工事受入金 254,242 ― ―

 10 賞与引当金 120,000 ― ―

 11 完成工事補償 
   引当金

5,854 ― ―

 12 その他 172,787 1,286 22,020

    流動負債合計 2,546,009 45.3 1,365,378 108.7 545,593 49.6

Ⅱ 固定負債

 １ 新株予約権付   
      社債

900,000 ― 500,000

 ２ 退職給付引当金 1,027,476 ― ―

 ３ 繰延税金負債 41,330 ― ―

 ４ 固定負債合計 1,968,806 35.1 ― ― 500,000 45.4

    負債合計 4,514,816 80.4 1,365,378 108.7 1,045,593 95.0



 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 3,517,280 3,517,280 3,517,280

 ２ 資本剰余金

  (1)資本準備金 3,264,319 3,264,319 3,264,319

    資本剰余金合計 3,264,319 3,264,319 3,264,319

 ３ 利益剰余金

  (1)その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 △5,739,493 △6,890,981 △6,725,913

    利益剰余金合計 △5,739,493 △6,890,981 △6,725,913

 ４ 自己株式 △105 △105 △105

    株主資本合計 1,041,999 18.5 △109,487 △8.7 55,579 5.0

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

60,744 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

60,744 1.1 ― ― ― ―

   純資産合計 1,102,744 19.6 △109,487 △8.7 55,579 5.0

   負債純資産合計 5,617,560 100.0 1,255,890 100.0 1,101,172 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

１ 完成工事高 1,824,433 ― 2,837,448

２ 情報システム事業売上高 2,632,965 ― 3,660,943

３ 経営指導料 ― 4,457,398 100.0 30,000 30,000 100.0 ― 6,498,391 100.0

Ⅱ 売上原価

１ 完成工事原価 ※１ 1,712,900 ― 2,710,541

２ 情報システム事業 
  売上原価

2,388,373 ― 3,328,038

３ 経営指導料売上原価 ― 4,101,274 92.0 ― ― ― ― 6,038,580 92.9

売上総利益

１ 完成工事総利益 111,532 ― 126,906

２ 情報システム事業総利益 244,591 ― 332,905

３ 経営指導料総利益 ― 356,124 8.0 30,000 30,000 100.0 ― 459,811 7.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 620,518 13.9 55,418 184.7 987,749 15.2

営業損失 264,393 5.9 25,418 △84.7 527,937 △8.1

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息配当金 2,094 1,037 2,980

２ 過大事業税等戻入 ― 3,798 ―

３ その他 67,778 69,872 1.5 73 4,909 16.3 76,167 79,147 1.2

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 59,649 16,441 72,635

２ 新株発行費償却 49,914 49,914 99,828

３ その他 14,566 124,130 2.8 5 66,361 221.2 27,299 199,763 3.1

経常損失 318,651 7.2 86,869 △289.6 648,553 △10.0

Ⅵ 特別利益 ※２ ― ― ― ― 74,164 1.1

Ⅶ 特別損失 ※３ ― ― 77,385 257.9 730,120 11.2

税引前中間(当期)純損失 318,651 7.2 164,254 △547.5 1,304,509 △20.1

法人税、住民税 
及び事業税

5,784 0.1 812 2.7 6,345 0.1

中間(当期)純損失 324,435 7.3 165,067 △550.2 1,310,855 △20.2



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,852,219 2,613,949 2,613,949

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 665,060 650,369 650,369

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

665,060 650,369 650,369

平成18年９月30日残高(千円) 3,517,280 3,264,319 3,264,319

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) △5,415,057 △5,415,057 △105 51,005

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 1,315,429

 中間純損失 △324,435 △324,435 △324,435

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△324,435 △324,435 990,994

平成18年９月30日残高(千円) △5,739,493 △5,739,493 △105 1,041,999

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 65,605 65,605 430 117,041

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 1,315,429

 中間純損失 △324,435

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△4,860 △4,860 △430 △5,290

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△4,860 △4,860 △430 985,703

平成18年９月30日残高(千円) 60,744 60,744 1,102,744



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 3,517,280 3,264,319 3,264,319

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ―

平成19年９月30日残高(千円) 3,517,280 3,264,319 3,264,319

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計 純資産合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) △6,725,913 △6,725,913 △105 55,579 55,579

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 △165,067 △165,067 △165,067 △165,067

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△165,067 △165,067 ― △165,067 △165,067

平成19年９月30日残高(千円) △6,890,981 △6,890,981 △105 △109,487 △109,487



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本準備金 

合計

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 2,852,219 2,613,949 2,613,949 △5,415,057 △5,415,057 △105 51,005

事業年度中の変動額

 新株の発行 665,060 650,369 650,369 1,315,429

 当期純損失 △1,310,855 △1,310,855 △1,310,855

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 
(千円)

665,060 650,369 650,369 △1,310,855 △1,310,855 ― 4,574

平成19年３月31日残高(千円) 3,517,280 3,264,319 3,264,319 △6,725,913 △6,725,913 △105 55,579

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 65,605 65,605 430 117,041

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,315,429

 当期純損失 △1,310,855

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額(純額)

△65,605 △65,605 △430 △66,035

事業年度中の変動額合計 
(千円)

△65,605 △65,605 △430 △61,461

平成19年３月31日残高(千円) ― ― ― 55,579



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間会計期間

(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

    税引前中間純損失 △ 318,651

     減価償却費 26,809

   繰延資産償却 49,914

   固定資産除却損 1,123

   貸倒引当金の減少額 △ 7,020

   賞与引当金の増加額 50,000

   退職給付引当金の減少額 △ 16,220

   完成工事補償引当金の 
      増加額

48

   受取利息及び受取配当金 △ 2,094

   支払利息 59,649

   売上債権の減少額 835,746

   たな卸資産の増加額 △ 525,649

   前払費用の減少額 36,746

   未収入金の減少額 145,805

   その他流動資産の減少額 779

   仕入債務の減少額 △ 199,846

   未払金の増加額 45,588

   未払消費税等の増加額 28,182

   未払費用の増加額 50,905

   未成工事受入金の増加額 122,360

   預り金の減少額 △ 1,619

   その他流動負債の増加額 3,545

    小計 386,103

   利息及び配当金の受取額 2,094

   利息の支払額 △ 59,649

   法人税等の支払額 △ 12,311

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

316,236

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
   投資有価証券の取得等 
   による支出

△ 3,049

   有形固定資産の取得等 
   による支出

△ 10,483

   貸付けによる支出 △ 101,727

   貸付金の回収による収入 7,121

   その他投資等の減少額 1,926

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 106,212



 
  

前中間会計期間

(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

    短期借入れによる収入 200,000

     短期借入金の返済に 
      よる支出

△1,870,000

   長期借入金の返済に 
      よる支出

△210,000

   社債の償還による支出 △200,000

   新株予約権付社債の 
      発行による収入

2,000,000

   株式の発行による収入 214,999

 財務活動によるキャッシュ 
  フロー

134,999

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 345,023

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首 
   残高

169,262

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間 
   期末残高

514,285



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 当社は、前事業年度に12億10百万

円の経常損失及び20億47百万円の当

期純損失を計上し、また当中間期に

おいては、前期に引続き競争激化に

よるコストダウン要請、小規模工事

の増加、瑕疵対応のために開発の修

正や重複作業が余儀なくされたた

め、また新規案件において予想より

原価が増大したため3億24百万円の

中間純損失となり、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しており

ますが、前期に第三者割当による新

株発行による資金調達額53億円、当

中間期に転換社債型新株予約権付社

債の発行による資金調達額20億円に

より、銀行の借入金等を全額返済し

たことから財務基盤は強化され、無

借金経営のスタートに立ちました。 

 中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、上記のような

重要な疑義の影響を中間財務諸表に

は反映しておりません。

 当社は、前連事業年度に過年度有

価証券報告書等の大幅な訂正を行っ

た結果、ジャスダック市場において

平成19年１月７日を以って当社株式

は上場廃止に至りました。その影響

により、大口ユーザーの取引停止、

元受工事会社としての工事参加停止

等、過去の企業経営に対する社会的

な制裁を受けており、当社を取り巻

く環境は非常に厳しくなっておりま

す。当中間会計期間においても、厳

しい環境のもと、引き続き競争激化

によるコストダウン要請、小規模工

事等の増加、瑕疵対応による重複作

業等により原価増が余儀なくされ、

過去複数年と同様に営業損失とな

り、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。 

 これを解消すべく、当面は固定系

通信と移動体通信の融合の進捗具合

に機敏に対応し、ＩＴ化の導入がこ

れから本格化する中堅企業に対し、

経営効率改善を目的としたソリュー

ション活動を強化し、ユビキタスネ

ットワーク社会の実現へ貢献すると

ともに、企業としての信頼回復に努

め、企業活動を持続できるよう収益

基盤の強化に取り組んでまいりま

す。 

 なお、変化を続ける社会・経済状

況への機動的対応や蓄積された技術

力に基づく顧客サービスの充実・向

上を図るために平成18年12月25日に

会社分割による持株会社体制への移

行及び商号変更を実施し、新設会社

である株式会社ＴＴＧに当社の持つ

建設・情報システム事業を承継させ

経営と事業との分離を図りました。 

 加えて、平成19年３月20日に株式

会社ＴＴＧは会社分割を実施し、新

設会社の株式会社アロートラストシ

ステムズに情報システム事業を承継

させました。 

 これは、株式会社ＴＴＧは建設事

業と情報システム事業という２つの

事業を営んでおりましたので、これ

を分離させて効果的な経営資源の注

入を図ることで両者の企業価値を高

めることとしたものであり、今後の

業績回復が期待できる環境・体制が

整い、その効果も徐々に現れており

 当社は、前事業年度に12億10百万

円の経常損失及び20億47百万円の当

期純損失を計上し、また当期におい

ても前期に引続き競争激化によるコ

ストダウン要請、小規模工事の増

加、瑕疵対応のために開発の修正や

重複作業が余儀なくされたため、ま

た新規案件において予想より原価が

増大したため６億48百万円の経常損

失、さらに開発中止となった社内利

用ソフトウェアの償却や投資有価証

券評価損等の特別損失計上により13

億10百万円の当期純損失となり、継

続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。 

 これを解消すべく、前期に第三者

割当による新株発行等による資金調

達53億円、当期に転換社債型新株予

約権付社債の発行による資金調達額

20億円により、銀行の借入金等を全

額返済したことから財務基盤は強化

され無借金経営のスタートに立ちま

した。 

 一方、営業活動につきましては過

去５期分有価証券報告書の大幅な修

正の結果、ジャスダック市場におい

て当社株式が上場廃止に至り、その

結果、大口ユーザの取引停止、元請

工事会社としての工事参加停止等過

去の企業経営に対する社会的な制裁

を受けざるを得ないこととなり、当

社を取り巻く環境は非常に厳しい状

況下にあります。 

 このため、当面は固定系通信と移

動体系通信の融合の進捗具合に機敏

に対応し、ＩＣＴ化の導入がこれか

ら本格化する中堅企業に対し、経営

効率改善を目的としたソリューショ

ン活動を強化し、ユビキタスネット

ワーク社会の実現へ貢献するととも

に企業としての信頼回復に努め、企

業活動を持続できるよう収益基盤の

強化に取り組んでまいります。 

 更に、変化を続ける社会・経済状

況への機動的対応や蓄積された技術

力に基づく顧客サービスの充実・向

上を図るために平成18年12月25日に

会社分割による持株会社体制への移

行及び商号変更（株式会社ＴＴＧか

ら株式会社ＴＴＧホールディングス

へ）を実施し、新設会社である株式



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

ます。 

 中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、上記のような

重要な疑義の影響を中間財務諸表に

は反映しておりません。

会社ＴＴＧに当社の持つ建設・情報

システム事業を承継させ経営と事業

との分離を図ってまいりました。 

 加えて、平成19年3月20日に株式

会社ＴＴＧは「会社分割」を実施し

新設会社の株式会社アロートラスト

システムズに情報システム事業を承

継させました。これは「建設事業」

と「情報システム事業」とを分離さ

せ、効果的な経営資源の注入を図る

ことで両社の企業価値を高めること

としたものであります。 

 財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、上記のような重要

な疑義の影響を財務諸表には反映し

ておりません。



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及
び評価方法

① 有価証券

  子会社株式及び関連会
社株式

   移動平均法による原
価法

  その他有価証券
   時価のあるもの
   中間期末日の市場価

格等に基づく時価法
(評価差額は全部純
資産直入法により処
理し、売却原価は主
として移動平均法に
より算定しておりま
す) 
 

① 有価証券

  子会社株式及び関連会
社株式

同左

  その他有価証券
   時価のないもの
   主として移動平均法

による原価法 
 

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会
社株式

同左

  その他有価証券
   時価のないもの

  同左

   時価のないもの
   主として移動平均法

による原価法 
 

      

② たな卸資産

  未完成工事支出金 
仕掛品

   個別法による原価法
  その他のたな卸資産
   移動平均法による原

価法

――――― ―――――

２ 固定資産の減価償
却の方法

① 有形固定資産
  定率法によっておりま

す。
  なお、耐用年数及び残

存価額については法人
税法に規定する方法と
同一の基準によってお
ります。

  ただし、平成10年４月
１日以降取得した建物
(建物附属設備を除く)
については、定額法に
よっております。

  有形固定資産の取得価
額10万円以上20万円未
満のものについては、
３年間で均等償却する
方法を採用しておりま
す。

――――― ―――――

② 無形固定資産
  定額法によっておりま

す。
  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、
社内における利用可能
期間(５年)に基づいて
おります。

――――― ―――――

③ 長期前払費用
  定額法によっておりま

す。

――――― ―――――



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 繰延資産の処理方
法

① 新株発行費
  ３年均等償却によって

おります。

① 新株発行費
同左

(1) 新株発行費
同左

――――― ――――― (2) 社債発行費
  支出時に全額費用計上

しております。

４ 引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を

計上しております。

① 貸倒引当金
同左

―――――

② 賞与引当金

 従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

計上しております。

―――――

③ 完成工事補償引当金

 当中間期末に至る１年間

の完成工事高の見積補償

額に基づいて計上してお

ります。

―――――

④ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。

 会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分

額を費用処理しておりま

す。

 数理計算上の差異につい

ては、各事業年度の発生

時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15年)による按分額を定

額法により、それぞれ発

生の翌事業年度より費用

処理しております。

―――――

⑤ 役員退職給与引当金

 役員の退職慰労金支払に

備えるため、役員退職慰

労金内規に基づく中間期

末要支給額を計上してお

ります。

―――――



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引にかかる方法

に準じた会計処理によって

おります。

――――― ―――――

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書におけ

る資金の範囲

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資でありま

す。

――――― ―――――

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自 平成18年４月１日 (自 平成19年４月１日 (自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日) 至 平成19年９月30日) 至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

 当中間会計期間から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。   

 当事業年度から、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。   

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、1,102,744千円

であります。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、55,579千円であ

ります。

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産減 

価償却累計額

531,247千円 ―千円 ―千円

※２ 消費税等  仮受消費税等を仮払消費

税等と相殺のうえ流動負債

の「未払消費税等」として

表示しております。

 仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ流動資

産の「その他」に含めて表

示しております。

―――――

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 16,576千円 ―千円 ―千円

無形固定資産 10,233千円 ―千円 ―千円

※２ 特別利益のうち 
   主要なもの

投資有価証券 
売却益

―千円 ―千円 72,564千円

ゴルフ会員権 
売却益

―千円 ―千円 1,600千円

※３ 特別損失のうち 
   主要なもの

投資有価証券 
評価損

―千円 74,385千円 223,000千円

貸倒引当金 
繰入額

―千円 3,000千円 ―千円

社内システム 
開発費償却

―千円 ―千円 231,980千円

債権譲渡損 ―千円 ―千円 137,810千円

課徴金 ―千円 ―千円 131,330千円

ゴルフ会員権 
等評価損

―千円 ―千円 6,000千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

  
前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
(変更事由の概要) 

新株予約権の行使による増加 1,235,631株 

無担保転換社債型新株予約権付社債の転換行使による増加 19,094,015株 

  
２ 自己株式に関する事項 

   

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  第１回新株予約権の減少1,235,631株は、権利行使によるものであります。 

  

４ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

自己株式に関する事項 

 
  

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取による増加 265株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 51,427,869 20,329,646 ― 71,757,515

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 50 ― ― 50

内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数（株)
当中間会計期間
末残高(千円)

前事業年度末 増加 減少
当中間会計 
期間末

第１回新株予約権 普通株式 1,235,631 ― 1,235,631 ― ―

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 315 ― ― 315

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 50 265 ― 315



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 514,285千円

現金及び 
現金同等物

514,285千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具・器具・備品 
(千円)

取得価額 
相当額

7,464

減価償却 
累計額 
相当額

5,262

中間期末 
残高相当額

2,202

――――― ―――――

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 639千円

１年超 1,755千円

合計 2,394千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

  支払リース料 799千円

  減価償却費 
  相当額

746千円

  支払利息相当額 44千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

  ・リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

  利息相当額の算定方法

  ・リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。 

なお、当中間会計期間において減損処理は行っておりません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間においては、関連会社に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

区分 取得原価（千円)
中間貸借対照表
計上額（千円)

差額（千円)

(1) その他有価証券

 ① 株式 71,610 173,685 102,075

計 71,610 173,685 102,075

内容
中間貸借対照表計上額

（千円）

(2) その他有価証券

 ① 非上場株式 396,638

計 396,638



(企業結合等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

(共通支配下の取引等) 

１ 結合当事企業又は対象となつた事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業

の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となつた事業の名称及びその事業の内容 

株式会社アロートラストシステムズ （内容：情報システム事業） 

(2) 企業結合の法的形式 

共通支配下の取引 

(3) 結合後企業の名称 

株式会社アロートラストシステムズ 

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

子会社株式会社ＴＴＧより株式会社アロートラストシステムズ株式を買取。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

  子会社株式会社ＴＴＧより現金にて買取。 

  

３ 子会社株式の追加取得に関する事項 

(1) 取得原価及びその内訳 

 
  

(2) 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

該当事項はありません。 

  

(3) 発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

該当事項はありません。 

  

(4) 企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該中間連結会計年度以降の会計処理方

針 

該当事項はありません。 

  

(5) 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

取得の対価

㈱アロートラストシステムズの株式 275,844千円

取得原価 275,844千円



(１株当たり情報) 
  

 
(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

   
２．１株当たり中間(当期)純損失 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 15.37円 １株当たり純資産額 △1.53円 １株当たり純資産額 0.77円

 
１株当たり中間純損失 5.89円

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、１株当たり
中間純損失であり、また潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。

 
１株当たり中間純損失 2.30円

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、１株当たり
中間純損失であるため記載しており
ません。

 
１株当たり当期純損失 20.68円

なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、１株当たり
当期純損失であるため記載しており
ません。

項目
前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

中間貸借対照表(貸借対照表)の純資産の部の 
合計額(千円)

1,102,744 △109,487 55,579

普通株式に係る純資産額(千円) 1,102,744 △109,487 55,579

普通株式の発行済株式数(株) 71,757,515 71,757,515 71,757,515

普通株式の自己株式数(株) 50 315 315

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数 
(株)

71,757,465 71,757,200 71,757,200

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間損益計算書(損益計算書)上の中間(当期)純損失
(千円)

324,435 165,067 1,310,855

普通株式に係る中間(当期)純損失(千円) 324,435 165,067 1,310,855

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 55,054,253 71,757,200 63,382,935

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当
たり中間(当期)純利益の算定に含まれなかった潜在
株式の概要

新株予約権
1,350個

新株予約権付社債
９個

第１回無担保転換
社債型新株予約権
付社債

４個

第1回無担保転換
社債型新株予約権
付社債

５個



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 会社分割期日及び商号変更日の確

定及び代表者の異動について 

 当社は、平成18年11月17日開催の

取締役会にて、延期しておりました

会社分割の実施期日及び商号変更日

を平成18年12月25日とすること、ま

た代表者の異動について決議いたし

ました。 

会社分割の実施に至った理由 

 現在当社は「再出発プラン」を策

定中でありますが、その一環として

特別調査委員会からも提言を受けて

いる会社分割について、平成18年12

月25日を分割期日として実施するこ

とに致しました。 

 この会社分割は平成18年９月21日

付で開示しましたとおり、平成18年

６月29日開催の株主総会で承認さ

れ、当初は平成18年10月２日を分割

期日としておりましたが、大型案件

の受注に係る建設業法との関連等も

あり、やむなく実施を延期したもの

であります。 

 この度この点を再度検討した結

果、延期事由の解決が図れることが

確認出来たことから、その実施を決

定したものであります。 

 他にも当社の人事、組織整備の遅

延等が延期理由としてございました

が、平成18年11月９日付の「調査報

告書の受理について」でお知らせの

とおり、既にこれらは改善されてお

ります。 

 分割計画の概要は以下のとおりで

す。

 

（新設分割会社） 

商号  株式会社ＴＴＧ 

「株式会社ＴＴＧホールディング

ス」に平成18年12月25日商号変更予

定  

事業内容 

・各種電気設備の建設、保守および

これらの付帯設備事業 

・コンピュータ・ソフトウェアの開

発等 

・上記の事業を営む会社の株式を保

有し当該会社の事業活動の統括  

設立年月日  昭和37年6月1日 

本店所在地

 連結子会社の設立について

 当社は、平成19年11月１日開催の

取締役会において、当社が100％出資

を行い連結子会社となる株式会社Ｔ

ＴＧ北海道を設立する決議を行い、

平成19年11月６日に設立いたしまし

た。

株式会社ＴＴＧ北海道の概要 

    （平成19年12月28日現在）

１ 代表者 

   代表取締役社長 日比野 勇 

２ 所在地 

   北海道札幌市中央区北二条 

   東11丁目23番地７ 

３ 資本金   10百万円 

４ 事業概要  電気通信設備工事 

        事業 

        情報システム事業 

５ 設立年月日 平成19年11月６日 

６ 決算期   ３月31日 

７ 主な事業所  

   本社（札幌市中央区） 

８ 発行済株式総数 200株

 連結子会社株式の取得について

 当社は、平成19年６月14日開催の

取締役会において、当社の連結子会

社である株式会社ＴＴＧより、同社

が100％保有する株式会社アロートラ

ストシステムズ全株式を取得し当社

の連結子会社とする決議を行い、平

成19年６月15日に取得いたしまし

た。

株式会社アロートラストシステムズ

の概要 

    （平成19年６月15日現在）

１ 代表者 

   代表取締役社長 木﨑 俊秀 

２ 所在地 

   大阪府大阪市北区天満橋 

   １－６－６ 

３ 資本金   300百万円 

４ 事業概要  情報システム事業 

５ 設立年月日 平成19年３月20日 

６ 決算期   ３月31日 

７ 主な事業所  

   本社及び西日本事業本部 

        （大阪市北区） 

   東日本事業本部 

        （東京都品川区） 

８ 発行済株式総数 6,000株



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

東京都品川区東五反田1-11-15電波ビ

ル 

代表者  

代表取締役社長 赤池 正裕 

資本金の額 28億5,200万円  

 

（新設分割設立会社） 

株式会社ＴＴＧ 

事業内容  

・各種電気設備の建設、保守および

これらの付帯設備事業 

・コンピュータ・ソフトウェアの開

発等  

設立年月日   平成18年12月25日 

本店所在地 

東京都品川区東五反田1-11-15電波ビ

ル  

代表者 

代表取締役社長 木﨑 俊秀 

資本金の額 3億円



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

１
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 自 平成18年４月１日
平成19年６月28日 
関東財務局長に提出。

(第45期) 至 平成19年３月31日

２
有価証券報告書の 
訂正報告書

訂正報告書 
（上記１有価証券報告書の訂正報告書）

平成19年９月13日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成19年12月28日

株式会社ＴＴＧホールディングス 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ＴＴＧホールディングスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会

計年度の中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ＴＴＧホールディングス及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

(追記情報) 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続して営業損失を計上し、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在している。当該状況に対する対処法は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映してい

ない。 

２．重要な後発事象には、会社は平成19年11月１日開催の取締役会において、連結子会社株式会社ＴＴＧ北

海道を設立する決議を行った旨の記載がある。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

ＫＤＡ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  毛  利     優  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  関  本     享  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月21日

株式会社ＴＴＧ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ＴＴＧの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第45期事業年度の中間会計期間(平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
  
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ＴＴＧの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 
  

追記情報 

1.継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は中間純損失を計上し、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業

を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

2.重要な後発事象に以下の記載がある。 

 会社分割期日及び商号変更日の確定及び代表者の異動について 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

監査法人つばき

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  徳  富  良  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  黒  崎  正  敏  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成19年12月28日

株式会社ＴＴＧホールディングス 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ＴＴＧホールディングスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第46期

事業年度の中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中

間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ＴＴＧホールディングスの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

(追記情報) 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は連続して営業損失を計上し、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在している。当該状況に対する対処法は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継

続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

２．重要な後発事象には、会社は平成19年11月１日開催の取締役会において、連結子会社株式会社ＴＴＧ北

海道を設立する決議を行った旨の記載がある。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  
  

ＫＤＡ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  毛  利     優  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  関  本     享  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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